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(%) ①権威②個人③競争④安定⑤長期⑥現世⑦コンテキ⑧実績⑨普遍(1億人当り） （件／百万人） ／平等 ／集団 ／協調 ／リスク ／短期 ／禁欲 スト高／低／現状 ／個別
基準国 Japan 36 102 4.0 8 △ 8 90 84 76 △ 16 48 △ 48 10 
高
Singapore 1,998 1,256 2.0 48 △ 60 △ 4 △ 84 44 △8 △4 △ 26 4 
発 Malaysia 1,030 758 3.0 100 △ 48 〇△ 28 △ 18 14 △ 40 △ 43 24 
生 Vietnam 1,056 742 2.5 40 △ 60 △ 20 △ 40 14 △ 30 △ 16 △ 35 △ 5 
国
China 757 481 4.1 60 △ 60 32 △ 40 74 △ 52 10 △ 44 ゜低 Korea 261 351 3.4 20 △ 64 △ 22 70 100 △ 42 16 △ 43 7 
ア 発
Thailand 165 318 0.7 28 △ 60 △ 32 28 △ 36 △ 10 △ 24 △ 30 △ 5 
ジ 生 Indonesia 57 189 6.2 56 △ 72 △ 8 △ 4 24 △ 24 10 △ 52 8 
ア 国 India 28 172 9.4 54 △ 4 12 △ 20 2 △ 48 2 △ 26 △ 4 
ヶ8 アジア8国平均 669 533 3.9 51 △ 54 △5 △ 15 26 △ 25 △6 △ 37 4 
国 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
高発生国 1,210 809 2.9 62 △ 57 2 △ 48 29 △ 19 △ 13 △ 37 6 
低発生国 83 226 5.4 46 △ 45 △9 1 △3 △ 27 △4 △ 36 △0 
（参考：欧州豪6ヶ国平均） 1,164 4,109 10.5 △6 48 16 33 ， 1 △ 30 △ 18 24 
（注）労働争議発生件数、雇用紛争発生件数推計値：本文参照。 ビジネス文化指標の数値：本文、および注記1参照。 なお、各数値は、正の場合は
項目欄「●●／▲▲」のうち前方●●の価値観が強く、負の場合は後方▲▲の価値観が強いことを意味する。











































































































































・別紛争 集団紛争 It 
蜘項目 区分 内響・事例 如項目 区分 内響
社内 賓無 桑性 善情寧立て制度 欝亭 謬鵬虚 労編便営漏協譴輯闘等始の規提定供の攀法務定 3 匹援 I謬！鵬
賓無 丑遥性 匹の賓無 賓無 丑性 制度の無無 10 
行政 多樟性 桑怯， 檀関の碩数化 多様性 柔戟滋 機関の碩数化
参璽 秦激饂 編鹸書零の参璽 参璽 柔戟 輯験書事の参璽
処期間 逐饂 法の賓無 処期闇 迅速饂 法定の賓無
最性； 逐饉 損の可否 最性； 迅遠饂 提訴の可否
・ ― 丑這極 滋の賓無
特別司法賓無 柔軟筐 労働響判、労債戴判所 特別司法賓無 迅遮饂 労債戴判所 11 
司滋 素軟饂 柔軟饂 帽 l纏務関儡以外の囀慮 参璽 柔軟性 輯験書零の参璽
参璽 彙軟鯰 罐書の参璽 長期闇 迅性 法定の賓無
虹渾期間 迅性 法の賓無 紐性 迅性 控訴の可否
最鑢性 a彙這性筐 ぢ嘩の可否
糟洟多繹惚 糟潰方造の多樺筐
その他 — ●譴規綱 閉鴫滋 法定の賓無 1 
計 13 計 12 25 
柔性 7 柔軟 3 10 
丑性 6 丑性 6 12 
明“ ゜ 明厩虚 3 3 
鱒決鯛露-櫂鬱！霞決鯛富一櫂徽
杜内 行戴 胃滋 ●● 計 嶋● 迅遍 曇•
墓 Il J叩an o. 5.0 4.0 0.0 9.0 0.0 2.5 6.5 
Singapo『e 1.0 5.5 6.5 1.0 14.0 2.0 6.5 S.S 
寓 Mala面a 1.0 4.0 1.0 1.0 17.0 2.0 8.0 7.0 発
ア 生 Vietnam 3.0 5.5 2.0 1.0 1.5 3.0 5.0 3.5 
ジ Il aiina 1.0 7.0 2.0 0.0 10.0 0.0 4.5 5.5 ア
8 Ko『ea 1.0 6.0 0.5 1.0 8.5 1.0 4.0 3.5 
ケ 低
Il 覺 Thailand 2.0 6.0 10.0 o.s 18.5 1.5 9.0 8.0 
生 Indonesia 1.0 8.0 9.0 0.0 18.0 0.0 10.0 8.0 
国
India 1.0 8.0 6.0 1.0 16.0 1.0 8.0 7.0 
アジア8●平均 1.4 6.3 S.9 0.7 142 1.3 6.9 6.0 
富●●4■ 1.3 6.5 9.0 0.6 17.4 1.1 8.8 7.5 





























































計 明畷 迅速 柔軟
①権威／ ②個人／ ③競争／ ④安定／ ⑤長期／ R現世／ ⑦コンテキス ⑧実績／ ⑨着遍／
平等 集団 協調 リスク 短期 禁欲 卜嵩／低 現状 個別
基準国 Japan 9.0 0.0 2.5 6.5 8 △ 8 90 84 76 △ 16 48 △ 48 10 
高
Singapore 14.0 2.0 6.5 5.5 48 △ 60 △ 4 △ 84 44 △ 8 △ 4 △ 26 4 
発 Malaysia 17.0 2.0 8.0 7.0 100 △ 48 ゜△ 28 △ 18 14 △ 40 △ 43 24 ア 生 Vietnam 11.5 3.0 5.0 3.5 40 △ 60 △ 20 △ 40 14 △ 30 △ 16 △ 35 △ 5 ジ 国 China ア 10.0 0.0 4.5 5.5 60 △ 60 32 △ 40 74 △ 52 10 △ 44 ゜8 Korea 8.5 1.0 4.0 3.5 20 △ 64 △ 22 70 100 △ 42 16 △ 43 7 ケ 低 Thailand 国 発 18.5 1.5 9.0 8.0 28 △ 60 △ 32 28 △ 36 △ 10 △ 24 △ 30 △ 5 
生 Indonesia 18.0 0.0 10.0 8.0 56 △ 72 △ 8 △ 4 24 △ 24 10 △ 52 8 
国 India 16.0 1.0 8.0 7.0 54 △ 4 12 △ 20 2 △ 48 2 △ 26 △ 4 
アジア8国平均 14.2 1.3 6.9 6.0 51 △ 54 △ 5 △ 15 26 △ 25 △ 6 △ 37 4 
高整偏4国 17.4 1.1 8.8 7.5 62 △ 57 2 △ 48 29 △ 19 △ 13 △ 37 6 















































































































































































































































































































































































関運法規 解雇蔓件 OECD 法定の 法定離輯 企業内 行政 調停 特別司法 労便対話 行政 特別司法 争議行
規制指標 救済原則 給付 前置 為規制
(REGS) 
基準国 Japan （個別）個別労働紛争の解決促進法 正当理由が必 2 ●原状復帰 ●地方の労働局長 ●労働審判 ●労働委員会による斡
労働寄判法 要 ●不法行為に対す ●自治体主幹労働部 く短期化＞ 旋等
（集団）労働関係訊整法 る損害賠償請求 ●労働委員会
Singapore （個別） Employment Act - (解雇自由） ゜●原状復帰 ● M,nste, 決定（紹雇） ゜●雇用金銭審判所 ●交渉開始手 ● Commissinerおよび ●労働仲裁裁判 ゜Employment Claims Act ●寅金補償金支払 ● Commissioner決定（他） (EC-Tribunals) 続き規定 M;n;ste, による詞停 所の仲裁（集団） Industrial Relatons Act し‘ ●認定顧停委員/3者詞停 ●3者顧停の調停(EGA関連）
Malaysia （個別）雇用法｝ - (解雇自由） 3 ●原状復帰 有り ● DGL(Labou, Court)の調 ゜●労勤裁判所(IC) ●協9義規定法 ●- ●個別紛争に同 ゜労使関係法 ●必要な金銭補償 査支払命令 く30日＞ 定 ● DGIR/M,rnse, の調停じ（集団） 判例では正当事 ● DGIR/M;n;ste, の調停等 等
由を要詰
高 Vietnam （個別）｝ 解雇可能事例を 4 ●原状復帰 有り ●労使間対話 ●労働顧停委員の謂停 △ ●交渉開始手 ●労働調停委員の顆停 ゜発 労働法 法定 ●賠償金＋退職金 く5日＞ （一部義 続き規定 く5日＞生 （集団） 務化） ●情報提供義 ●県人民委員会の決定
国 （算定式あり） 務規定 く5日＞
●労働仲裁評譲会の詞
停く7日＞





8 Korea （個別）勤労基準法 正当理由が必 2 ●原職復帰 有り ●労使協議会 ●地方／中央勤労委員会に ●行政訴訟 ●地方労働委員会の調 ●行政訴訟 ゜ケ 勤労者参与および協力増進法 要 ●金銭補償（バック （含懲戒） ●苦衷処理委 よる和解勧告、救済命令 中央労働委員会の 停く10日＞ 労働委員会仲裁
国 （集団）労使関係詞整法 ペイ以上）
貝ー ム= 救済命令に不服あ ●地方／中央労働委員 に違法性有る場
る場合 会の仲裁 合
Thailand （個別）労働者保護法｝ 適正処遇と公平 2 ●復職 有り ●苦惰申立手 （保護法） ゜●労勤裁判所 ●交渉開始手 （保護法）一 ●労勤裁判所 △ 性等確保 ●補償金支払 続 ●金銭勤労監督官によ く短期化＞ 続き規定 く短期化＞労働関係法 （年齢等勘案） ●労使協議会 る支払命令等く60日＞ く無料化＞ く無料化＞







国 Indonesia （個別） ｝ 回避努力、組合 6 ●無効・復職 有り ●2者間協議 ●政府機関 ゜●労使関係裁判所 ●個別紛争と同じ ●個別紛争と同労働に関する法律 の同意、労働裁 （含懲戒） 体の設匿 斡旋く30日＞ く64日＞ じ（集団） 労使関係紛争解決法 判所等の決定 調停く30日＞
仲裁く30日＞
India （個別） ｝ 訴訟による救済 2 ●復職 有り ●苦惰処理機 ●所管政府 実質上 ●労勤裁判所 ●個別紛争と同じ ●個別紛争と同 ゜労働争議法 要件として「正当 ●別の救済（補償 関設匿 調停官く14日＞ ゜●産業審判所 じ（集団） 性」を法定 金等） ●工場委員会 調停委員会く2月＞ く短期化＞設置 実情調査委員会
